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れ平成 6(1994)年 7月 1日現在で、 16研究部門と 2附属研究施設で構成され
ている。各研究部門等の設置年月日と担当教授一覧を表26-2に示す。なお、
























原子炉核特性 昭和51年4月1日 木村逸郎(昭和53年 1月1日一昭和63年3月31日)
宇津呂雄彦(昭和63年7月1日~
放射線物性 昭和51年4月1日 東村武信(昭和53年 1月1日一平成3年3月31日)
前回 豊(平成3年4月1日~



























































4代 林 竹男 昭和55年4月1日~昭和58年4月1日






































年 度 共同利用研究 研究会等 来所延べ人数
昭和39-43年度 588 155 8，884 
昭和44-48年度 705 144 9，798 
昭和49-53年度 805 131 9，297 
昭和54-58年度 691 97 7，608 
昭和59-63年度 675 95 6，588 
平成元一 5年度 646 85 7，634 





































を減速-冷却材とした出力5，000kW、平均熱中性子束3.2x 1013n/ cm" Sの原
子炉である。原子炉の制御は、ホウ素入りステンレス鋼製の粗調整棒4本と
ステンレス鋼製の微調整棒 1本で行われる。原子炉に附属する実験設備に



































































































































































































































































































































































































ジング型磁気変調を示す RT2X2(R:希土類、 T:遷移金属、 X: Si，Ge)化合































































































































































































































































































































































































































































































































































































在 γ線熱中性子照射場、昭和49(1974)年低 2次 γ線発生熱中性子遮蔽材、
昭和54(1979)年医学生物学照射用照射装置、昭和55(1980)年細胞レベル吸収
線量評価法確立、昭和57(1982)年即発 γ線による IOB濃度測定法の開発実用
化、昭和61(1986)年(γ，n)反応を含む中性子輸送計算コードの改良、平成 3
(1991)年生体内熱中性子線量分布特性評価等である。平成 4(1992)年以降は
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熱外中性子やハイパー熱中性子照射場の設計検討等に取り組んで‘いる。これ
らの成果は、昭和51(1976)年武蔵工業大学研究炉の医療照射場改造、平成2
(1990)年日本原子力研究所研究炉]RR-2医療照射場改造、ならぴにKUR
の治療照射利用に対応する治療照射設備の整備、また計画中の重水熱中性子
設備の改造等に生かされている。なお、研究成果は日本原子力学会、日本医
学放射線物理学会、また昭和58(1983)年以降2年ごとに開催される中性子捕
捉療法国際会議等に発表されてきている。
(6) 核生物学的手法を用いた生命の起源・化学進化の研究
生命体が発生する以前の原始地球上においては、化学進化と呼ばれる生命
の発生を準備する過程が進行し、種々の生体関連物質が合成され、複雑化
し、濃縮されていったと考えられる。熱中性子の捕獲反応やβ壊変に伴っ
て放出される反跳原子核は、それを取り巻く物理的・化学的条件に応じて
様々な化学変化を起こすことが知られている。この種の反応、が原始地球上に
おいて可能で、あったとの想定の下に、昭和47(1972)年以来、原子炉を利用し
て各種反跳核を生成させて、化学進化の模擬実験が行われてきた。また、 β
壊変等の弱い相互作用ではパリティが保存されないことに着目して、昭和54
(1979)年から平成 2(1990)年にかけて、その現象と生体分子の光学活性の起
源との関連を調べる実験が行われた。一連の実験研究によって、 β壊変によ
ってもたらされる偏極電子と、 D.L-光学異性分子の持つ鏡対称な電子構造
との聞に生起するなんらかの相互作用における違いが生体分子の光学活性の
起源に関連することが証明された。昭和59(1984)年から、 γ線照射したアミ
ノ酸混合水溶液における特定アミノ酸の選択的分解の研究が進められてい
る。
(7) 核生物学的手法によるガン診断物質や制7ゲン剤の開発研究
制ガン作用を持つ種々の有機金属化合物の金属部位に比放射能の高い短寿
命の RIを組み込ませ、これら薬物が本来持つ腫蕩親和性を利用して、 RI
を腫蕩に集中させて、診断に応用する実験が行われている。また、これらの
薬物が持つ制ガン作用に加えて、 RIの壊変によって、一層、制ガン作用を
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高めることが期待できる。具体的には、原子炉で製造可能な RIである Cu-
64、Zn-69m、Pt-197等を用いて、ブレオマイシン複合体(昭和51-54年)や
シスプラチナム(昭和61年-)等を合成して、その制ガン効果の増強が調べら
れている。一方、 γ線放射体である Pt-195mを用いて各種の制ガン性白金
錯体を合成し、これらをトレーサとして利用することによって白金制ガン剤
の作用機構を明らかにするための研究も行われている。すなわち Pt-195m
を利用するならば検出感度が通常の機器分析の1，000倍以上もあがるため、
処理された培養細胞内の DNAと結合した白金分子数を求めることが可能に
なる。平均致死濃度で処理された細胞内の各種分子に結合する白金分子数は
平均致死数を与えるものであり、白金の致死効率や標的分子の決定に重要な
情報をもたらす。この手法を用いて、各種白金錯体の制ガン作用機構が明ら
かにされるとともに、薬剤一温熱聞や薬剤一放射線聞の相互作用機構が明ら
かにされた。
(8) 核および核外遺伝情報系の相互作用
核外のオルyゲネラ(細胞内小器官)としての葉縁体から DNAが単離され、
核DNAとは異なる DNA分子種の存在することがクラミドモナスの細胞系
で初めて証明された。さらにその他の高等植物、藻類等の薬縁体にも特異的
なDNAの存在することが確認された。またオルガネラの 1つであるミトコ
ンドリアにも同様な DNAの存在が明らかにされた。したがって真核生物の
核およびDNAを含む各種のオルyゲネラは、それぞれ固有の遺伝系を保持
し、核あるいは核外遺伝情報系のネットワークを構成し、それらの系の相互
作用の進行によってオルガネラおよび細胞全体の形質発現が完了するものと
考えられた(昭和40-平成2年)。したがって核外遺伝情報系の代表的なオル
ガネラとして葉緑体を取り上げ¥各遺伝情報系の協調作用に関する解析が行
われた。時培養細胞のグリーニング過程の解析から、核遺伝子および葉緑体
遺伝子支配形質としてチラコイド膜タンパク質およびそれらの合成系の存在
が確認された。したがって、葉緑体形成過程は、両遺伝情報系の制御下で進
行することが明確になった。また葉緑体DNAの分子性状と系統発生的な位
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置関係の聞に密接な相互関係の存在することが指摘された。それらのオルガ
ネラ DNAの起源および進化に関する種々な知見に基づいて、特に葉緑体の
起源について重要な考察が呈示された(昭和40-平成4年)。
第10項環境科学・放射線応用
(1) 生体組織含有微量元素の挙動に関する研究
中性子放射化分析法を用いて、ヒト組織特に毛髪中に含まれる微量元素の
定量を行い、人体内の微量元素の挙動に関する研究が昭和51(1976)年から開
始された。まず日本人の毛髪中に含まれる元素濃度の平均値を性別、パーマ
ネント有無別に、年齢とともにどのように変化するかを調べた。さらに毛髪
中の元素濃度が、環境条件によってどのような影響を受けるかを調べるため
に、重金属汚染地域に指定されている、水俣(水銀)、土呂久(ヒ素)および神
通川流域(カドミウム)住民の毛髪の分析を行い、日本人の平均値との比較が
行われた。平成 5(1993)年からは、同じく中性子放射化分析法により、象牙
中の元素濃度の定量を行い、それらの解析から象牙の産地分析を行う研究が
開始された。現在のところ、中央アフリカ諸国産の象牙は、ほぽ区別できる
ことが分かっている。
(2) 年輪年代と年輪気候に関する基礎研究
考古遺物の年代を明らかにするという目的で、昭和56(1981)年から年代年
輪法の研究が始められた。年代決定には、 C-14法をはじめとしていくつか
の方法があり、特に、年輪年代法は毎年生成する年輪の生成年代を同定する
ことにより、原理的には年代誤差を持たない、最も精度の高い年代が決定で
きる方法である。年輪年代法を日本に適用するため、基礎的指標を見出すこ
とに努めてきた。西日本に生育するヒノキ、スギ、マツ現生木を利用し、東
は長野県王滝村から西は山口県徳山市までの29地点の測定が行われた。 29地
点の年輪幅変動相以地図から、王滝村と徳山市が共通変動を示すことも明ら
かになり、日本における適用地域は東西に幅を持つという知見が得られた。
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平成 3(1991)年からは、本研究の拠点を北海道大学に移し、年代決定に利用
するための古木材、古建築材の収集と解析が行われている。
(3) 石器および玉類など古文化財の原材産地分析
考古遺物の産地の決定は、古代における交通、交易ひいては文化圏の広が
りとその変遷を見るために重要で、ある。遺物の中には国宝、重要文化財も含
まれ、非破壊分析が重要で、、石器では昭和43(1968)年からサヌカイトと黒曜
石の石材を使用した遺物について、また勾玉、管玉など玉類の石材はヒス
イ、碧玉について昭和62(1987)年から、それぞれ本格的に研究が行われ、原
産地を決定する方法が開発された。現在、遺跡出土の石器遺物約 1万5，000
個の石材、玉類等数千個の石材について原産地が決定された。石器、玉類な
ど考古遺物は蛍光X線分析による元素の同定、および電子スピン共鳴法によ
りイオンおよび色中心などが分析される。一方、各原産地から採集された原
石についても同様の分析が行われ、この両者を多変量統計の手法である、マ
ハラノビスの距離を求めて行うホテリングの検定から遺物の原石産地が同定
される。
(4) 中性子ラジオグラフィに関する研究
中性子ラジオグラフィの研究は、昭和49(1974)年頃より E-2実験孔を利
用して開始された。 E-2実験孔は、先端が重水タンクに向いており、良質
の熱中性子ビームが得られ、標準的な優れた性能を持つ設備として利用され
ている。昭和53-54(1978-79)年度の科学研究費によりリアルタイム中性子
ラジオグラフィ装置が開発され、昭和田(1980)年にわが国で最初に中性子テ
レビジョン装置による画像の本格的な撮影に成功した。この装置を用いて標
準試料による解像度の測定、 MTR型原子炉燃料側板の可燃性毒物ボロンの
位置測定、水中の物体の動態観測やCT(中性子断層撮影)などに応用されて、
実用上十分に満足できる結果が得られた。さらに、この装置を利用して気液
二相流の研究、噴流層内の粒子運動の可視化と計測などの応用研究が開始さ
れている。平成元(1989)年より黒鉛熱中性子設備に冷中性子設備が設置さ
れ、冷中性子ラジオグラフィの研究も開始されている。この間、 8回の短期
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研究会や専門研究会と平成元年に第3回国際会議を大阪で開催した。この設
備は日本全国の大学、研究所の共同利用に供されており、多くの研究者、学
生や外国人研究者が利用している。
(5) 原子力大気環境・気象の研究
原子力施設の環境保全に対する気象学の貢献として、 KURが立地する大
阪府南部とその周辺において、昭和44(1969)年頃より気象気球による大気境
界層の構造の観測、昭和50(1975)年頃より地上風系の統計解析、さらに昭和
62 (1987)年頃より海陸風数値モデルの構築など種々の研究が遂行されてき
た。蓄積された知見は、 KURの大気環境保全のため必須のものであるとと
もに、局地気象学、特に海陸風の研究の進展に貢献するものとなっている。
また、日本原子力研究所との共同による関東地方の海陸風の観測(昭和46-
47年)の成果はわが国の代表的なものとされた。さらに、 AMTEX(気団変質
観測計画、昭和50年)、 MONEX(モンスーン実験計画、昭和54年)などの国際共
同観測計画にも参加し中緯度および赤道海域の大気境界層の構造に関する成
果を収めた。昭和46(1971)年にはレーザ技術を活用した気象用ライダが開発
され、先駆的役割を果たした。また、大気中の汚染物質濃度が非正規型時系
列をなすことに注目し、その統計的性質を拡散理論との関連で解明し、これ
に曝露された人口集団の有病率の検出と評価、予測のモデルを構築する研究
も昭和44(1969)年より昭和56(1981)年まで遂行された。
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第3節研究部門等の改組
平成7(1995)年4月1日に、本実験所では、かねてより計画されていた研
究部門等の改組が6研究(大)部門(20研究分野で構成)、 2附属施設(2研究分
野で構成)という形で実施された。これは KURの整備充実を柱として新た
に研究組織を再編し、所長前田豊(平成 7年4月2日就任)の下にさらなる研
究活動の活性化を目指したものである。以下にこれらの研究部門等の概要を
示す。
(1) 原子炉安全管理研究部門
原子炉施設の安全性向上のためにあるいは実験所の擁する研究炉等の安全
で円滑な運転のために必要な諸課題一一原子炉自身の安全から、パックエン
ドの放射性廃棄物管理や放射線管理などの課題一ーをシステム工学的に研究
することを目的とし、研究炉管理、核物質管理、放射性廃棄物管理、放射線
管理、同住体製造管理の 5つの研究分野から構成されている。
(2) 中性子科学研究部門
中性子の基本特性を利用した磁性体等の物性研究、中性子の量子工学的精
密制御機器の開発、中性子光学や極低温技術を応用した超冷中性子源の開発
およびそれらを用いた基礎物理の研究を行い新研究領域の発展に資すること
を目的とし、中性子物性、冷中性子理工学、中性子制御の 3研究分野から構
成されている。
(3) 核エネルギー基礎研究部門
21世紀のエネルギー源として必要不可欠な核エネルギーの開発・有効利用
を目的として、核・熱・材料の各分野の有機的な連携の下に実験的・理論的
研究を行うとともに、原子力基礎研究の分野での多様なニーズに応えるた
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め、次期線源開発を目指している。核変換システム、極限熱輸送、材料照射
効果、量子ビームシステム(客員)の4研究分野から構成されている。
(4) パックエンド工学研究部門
核エネルギーの長期利用に不可欠な核燃料サイクルのパックエンド技術の
確立に資することを目的として、核燃料のリサイクル、超ウラン元素の管理
に関する化学的研究および放射性廃棄物処分等に関する環境安全研究を行
つ。
放射能環境動態、核フ。ロセス化学の 2研究分野から構成されている。
(5) 応用原子核科学研究部門
原子炉で生成される短寿命RIやライナック電子線等を高度利用し、独創
的な新しい手法を駆使して原子核をプロープとする物質の基本性質の解明や
それらの有用な応用に関する研究を幅広く行うことを目的とし、放射線計
測、原子核物性、粒子線物性の3研究分野から構成されている。
(6) 放射線生命科学研究部門
原子炉中性子をはじめとする粒子線・放射線を利用し、生命現象の解明と
高度医療を目的とした生物・医学研究を行う。粒子線生物学、同住体利用、
放射線医学物理の3研究分野から構成されている。
(7) 附属原子炉応用センター
研究炉およびその関連実験装置のより安全な運転と利用の一層の高度化に
向けて必要となる基礎的な諸課題に関して、特に実験所で取り組む大学院教
育や研究成果の社会への還元活動に関連させつつ研究することを目的とし、
原子炉応用研究分野が設けられている。
(8) 附属原子炉医療基礎研究施設
原子炉中性子を利用した悪性腫療に対する治療効果の飛躍を目指し、原子
炉熱中性子および放射線一般を用いた癌の治療と診断のための基礎的研究を
行うことを目的とし、粒子線腫療学研究分野が設けられている。
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